
H-oneグループではサステナビリティ経営を推進し、

何よりもステークホルダーの皆様にリターンができる

企業姿勢で臨みたいと考えています。私の個人的なリ

ターンのイメージですが、まずは利益を出すことに全力

を注ぎます。そして利益の3割で地域社会に貢献し、残る

7割のうち3割は株主の皆様に還元します。残りは傷ん

でしまったバランスシートを改善するため内部留保に

充てつつも、成長に向けた投資を積極的に実行します。

お客様へ、地域社会へ、株主へ、そして社員へと、すべ

てのステークホルダーに利益をバランス良くリターン

することこそが、ひいては当社の持続的成長にもつな

がっていくと確信しています。

この考え方を経営に活かすためには、透明性・公平性

の高いコーポレート・ガバナンスが重要で当社グルー
プを取り巻く様々な経営リソースを下支えする要です。
特に新中期経営計画「Change 2027」の達成を目指す上
で、その強化が最重要の経営課題です。経営理念に掲げる

「世界に貢献する企業に向かって『尊重 信頼 挑戦』そこ

から生まれる夢の実現」がまさに問われる現在、気持ち

を新たに前向きに、H-oneグループを率いていきます。

株主還元については、前期に引き続き1株当たり20円

の配当を実施しました。2025年3月期においては6円増配

して26円を予想しており、中長期的には投資とのバラン

スを取りながら配当性向30％レベルを維持した安定的

な配当を目指します。同時に、強固な財務基盤の構築と

新中期経営計画の成長戦略を着実に実行することで、目

標達成に向けて邁進してまいります。

皆様におかれましては、今後も変わらぬご愛顧とご

支援をよろしくお願い申し上げます。

第1章　　Cover Story CEOメッセージ

コーポレート・ガバナンスの強化は
重要な経営課題です。
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変えては
いけないところは
変えません
H-oneグループでは、将来に向けた持続的成長を目指す上で、

変えてはいけないところは変えません。

決められたとおりにきっちり生産するという

メーカーとしての仕事術は非常にコンペティティブな習慣です。

日々の業務の中で重要視しているコストをはじめ、品質、日程順守など、

高品質製品を安定供給し常に付加価値を提供し続けるH-oneグループの社風やスタンスは、

世界中のお客様から高く評価していただいており、価値創造を生み出す貴重なパワーです。

これからも経営理念に掲げる「尊重 信頼 挑戦」を大切にし、市場の環境変化を見据え、

将来の価値創造を担う原資を創出するために培ってきた強みを変えずに

より強化することで、持続的成長を目指します。

地道に努力する真面目な社風

経営理念に掲げる世界に貢献する企業に向かって「尊重 信頼 挑戦」そこから生まれる夢の実現を達
成するため、H-oneグループは「多様な文化や価値観を持つ国際社会と協調・協力しながら、社会
ニーズに応えられる企業として発展していくこと」、「先進的な加工技術への挑戦と技術の蓄積に
よって、期待を超える魅力あふれる製品を素速く提供し、世界中から信頼される企業となること」を
目指しています。
1930年代の創業以降、どんな難局にあっても従業員一丸となって地道に努力し乗り越えてきました。
仕事に対する情熱と実直さは、決して変えてはいけない重要なH-oneグループの「スピリット」です。

Spirit

1

気候変動への取組み

H-oneグループの経営理念には、ESGとSDGsへの意識の遺伝子が組み込まれています。持続可能な
社会に寄与するための付加価値を生み出すパワーの源として、これからも大切に育てていきたい企業
姿勢です。当然、サステナブル経営を推進する上で、気候変動への対応は無視できない重要な経営課
題の一つです。2022年3月より「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）」の提言に基づき、気候
変動によるリスクと機会が事業に与える影響を、フレームワークに沿って分析しています。

Spirit

2

▲

CO2排出量削減目標（Scope1 + 2）

2030年度

42%削減
（2019年度比）

2050年度
カーボン
ニュートラル
の実現

人材育成の力

H-oneグループでは、人的資本経営への取組みとして、多様な働き方、多様な人材の確保を目指して
います。価値創造力の向上と社会課題解決の視点で自ら考え行動を起こし、周囲を巻き込んで新たな
価値を生み出す多様な人材を採用し、確実に育成していくことを心掛けています。従業員の多様性の
指標として、「女性の積極採用」「男性の育児休業取得推進」を重要視しています。

Spirit

3

▲

従業員の状況（2024年3月期）

1,227人

従業員数

45.8歳

平均年齢

22.4年

平均勤続年数

1.0%

女性管理職
比率

100.0%

男性育児休業
取得率

ガバナンスの力
（透明性＆公平性）

H-oneグループでは、コーポレート・ガバナンスの強化を経営の重要課題の一つと認識し、継続的に
その取組みを進めています。透明性および公平性の高いガバナンス体制の構築こそが、新中期経営
計画「Change 2027」の必達と変革を続ける自動車業界での生き残りに向けての鍵であると認識して
います。

Spirit

4

▲

取締役の状況（2024年6月26日現在）

社外取締役比率
50%（3/6名）

女性取締役比率
16.7%（1/6名）

培ってきた強み

第2章　　Review of Business

※2013年度比46%削減に相当
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特定したマテリアリティ（重要課題）

● 持続可能な社会の実現に向けて貢献できること
● 国連が発行した「持続可能な開発目標」と親和性が高いこと
● 経営理念「尊重 信頼 挑戦」そこから生まれる夢の実現に基づいていること

マテリアリティ特定方針

マテリアリティ特定プロセス

調査・課題の特定
SDGs17目標などを参考に、サステナビリティをめぐる課題(狭義)の抽出

優先順位付け(評価) 「ステークホルダー」にとっての重要度と「当社グループ」にとっての重要
度の2つの視点から優先順位付け

マテリアリティ特定 当社グループが取り組むべきマテリアリティを特定

経営戦略への組み込み 課題解決に向けて取り組む

1

2

3

4

当社グループは、持続可能な社会の実現に向け事業課題およびステークホルダーとの関係性などを考慮して、優先的に

取り組んでいくマテリアリティを以下のとおり認識し、事業計画に「サステナビリティ強化」を掲げ、ESG各領域の施策を

通じて持続的な企業価値の向上に努めています。

カテゴリー 関連するSDGs 主な課題 目指す姿 重点施策

環　　境

社　　会

企業基盤

● �環境負荷低減に取り組み社
会の持続可能な発展に貢献
する

● �優れた技術とアイデアで夢の
ある商品と技術開発を進める
と同時に開発と生産が一体
となり、Global H-oneをリード
する生産技術で業界トップ
の競争力を実現する

● �新しい価値の創造に向けて、
志を持ち、「尊重 信頼 挑戦」
をし合える集団になる

● �安全で働きやすい職場環境
づくりを進め、ワークライフ
バランスを実現する

● �全拠点が自主自立し、持続的
成長が可能な収益性・健全性
向上を進める

● �グループガバナンスやコンプ
ライアンスの仕組みを深化さ
せる

● �事業活動に重大な影響をお
よぼし得るリスクをマネジ
メントする

第2章　　Review of Business

気候変動とその影響に立ち向か
うため、緊急対策を取る

すべての人に手ごろで信頼でき、
持 続 可 能 か つ 近 代 的 な エ ネ ル
ギーへのアクセスを確保する

環境に貢献する技術・製品の開
発および気候変動対策を考慮し
た生産活動

ジェンダーの平等を達成し、す
べての女性と女児のエンパワー
メントを図る

多様な働き方の実現および人材
の多様性の確保

平和で包摂的な社会を推進し、
すべての人に司法へのアクセス
を提供、効果的で責任ある包摂
的な制度を構築する

持続的成長につながる事業基盤
の確立

● �カーボンニュートラルへの取組み
● �ISO14001に基づく環境マネジメントの実施
● �環境負荷低減に向けた取組み
● �再生可能エネルギーの活用
● �開発、生産効率の向上
● �EV、FCV関連製品の研究、開発の実施
● �軽量化の推進

● �ワークライフバランスの取組み
● �働き方の選択肢拡大
● �女性比率の向上と活躍促進
● �外国出身者の採用と活躍促進
● �中途採用者の積極的採用と任用
● �シニア人材の活躍促進、障がい者雇用
● �人権方針制定と人権デューディリジェンス実施
● �サプライヤーサステナビリティガイドラインの制定
● �ISO9001に基づく品質マネジメントの継続的な改善
● �紛争鉱物の使用撲滅に向けた取組み

● �投資資源と創出効果の精度向上
● �事業別採算性の強化
● �多様な市場の求める価値を探求
● �設計段階からの新たな価値の提供
● �事業領域拡大の加速
● �コーポレート・ガバナンス体制の強化
● �内部通報制度の運用
● �事業継続計画（BCP）の構築
● �生産体質改革と品質高位安定化
● �将来を担う技術と商品の開発

▲

環境への取組みは
　　　　　　 を
　ご覧ください。

P28-32

▲

社会との関わりは
　　　　　　 を
　ご覧ください。

P33-40

▲

コーポレート・
　ガバナンスは
　　　　　　 を
　ご覧ください。

P41-52
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ESGへの取組み強化

ビジネスモデル

価値創造プロセス

経営資本外部環境

新中期経営計画
「Change 2027」

ステークホルダーの皆様へ

Input 事業活動 Out come

持
続
可
能
な
社
会
の
実
現
を
通
じ
て
、 世
界
に
貢
献
す
る
企
業
へ

目
指
す
姿

人的資本

財務資本

知的資本

製造資本

社会・関係資本

自然資本

従業員 ➡ 1,227名

総資産 ➡ 1,815億円
株主数 ➡ 14,364名
（2024年3月31日現在）

植物・水・エネルギー

培ってきた強み

無形資本の
さらなる強化

人的課題

環境課題

社会課題

事業の強化と拡大
特定顧客に依存しない

価値の提供
信頼される企業として

経営と事業基盤の
強化

経営資本の活用と
人材の育成による

価値創造

社会的価値の創出Output 経済的価値の創出

2030年
VISION
Be a Value Creator

グループ経営管理の強化
既存事業の採算性改善
利益率の高い製品へ選択と集中
技術・開発への資源シフト

1
2
3
4

研究
開発
・
製品
設計

開
発
技
術

生 

産
完 

成
出 

荷

● 高品質な製品・サービスの　
   提供

● 公正で健全な関係構築

● 環境負荷の低減
● 環境保全活動
● 社会貢献活動

● 健康経営の実践
● 人権の尊重
● 多様な人材の活躍

● 中長期的な企業価値の向上
● 安定的な利益還元
● コーポレート・ガバナンスの強化

従業員へ

地域社会へ

株主・投資家へ

売上収益

営業利益

ROIC

2,327億円
△188億円
△17%

セグメント別

13.8％

23.9％

21.2％

41.1％

2024年
3月期
実績

製品分野別

売上収益
構成比

売上収益
構成比

0.5％

3.4％

0.2％

その他

アジア

日本

中国

北米

自動車以外の
業界向け

自動車
部品※

0.6％

98.9％
うち、EVメーカー
向け売上

うち、バイポーラ
プレート売上

※自動車部品の製造に用いる金型・設備の売上を含んでいます。

P33-34

P34-35

P 9-10

P28-32
P31-32

P36-37

P41-45

P46

P38

Business Policy

● 少子高齢化によ
る労働者人口の
減少

● 多様な人材の採
用、教育、活用

● 地球温暖化に伴
う自然災害の増大

● 資源の枯渇

● 環境規制の強化

● 情報通信技術の
革新

● 新しい生活習慣
やニーズの高まり

● 自動車に対する
価値観の変化

お客様・お取引先様へ

保有特許数 ➡ 20件以上
（燃料電池用バイポーラプレート

製造技術を含む）

生産・開発拠点 ➡ 
　国内9拠点 /北米5拠点 /
　中国6拠点 /アジア4拠点

お取引先様数 ➡ 400社以上

利益率にこだわり成長投資と財政健
全化を推進すると同時に、顧客多様
化と事業多角化を目指します。

4つ
の重点施策

研究から開発、生産に至る一貫体制に
より、自動車フレームを主力とした品
質の高い製品を提供しています。

経営理念   世界に貢献する企業に向かって「尊重 信頼 挑戦」そこから生まれる夢の実現

資本循環

コーポレート・ガバナンスの強化 / サステナビリティ経営の実践

持続可能な社会の実現と当
社グループの企業価値の向上
を目指して、マテリアリティ
（重要課題)を特定しています。

1. 収益力の強化
2. 事業領域の拡大
3. 開発 /生産技術の競争力強化
4. サステナビリティ強化
5. 人材開発の強化 

マテリアリティの特定

P15-16

第2章　　Review of Business
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中国

日本

OEMメーカーとサプライヤーのつながりが強い
地域特性はありながらも、主力得意先の仕事はも
ちろん、新しい技術で他の仕事もとれるよう引き
続きチャレンジを進めています。すでに、自動車
以外の業界から量産の仕事を受注しています。
燃料電池用のバイポーラプレートをはじめ、製品
のラインナップの拡充を今後も進めます。

自動車の景況感は好調を維持しているなかで、
H-oneグループの生産力・技術力・価格競争力を
積極的に売り込み、高い評価をいただいた結果、
新規のOEMメーカーから、そして自動車以外の
業界から、量産の仕事を受注しています。

自動車の景況感は好調である一方、BEV（バッ
テリ式電気自動車）へのシフトや現地OEMメー
カーとの競争にさらされ、日系OEMメーカーは
販売で苦戦を強いられています。新規顧客の獲得
に向けた営業活動の強化拡大と生産体制の合理
化の両面から、収益改善を推し進めています。

中国系のOEMメーカーの進出の影響を受け、日系
OEMメーカーの販売台数が減少に転じ始めてい
ます。
営業活動の強化拡大と生産体制の合理化の両面
から、収益改善を推し進めています。

地域別概況 （2024年3月期）

主力得意先向け
生産台数売上収益構成比率 生産実績 販売実績 売上収益 税引前利益

（△は損失）

9.6% UP
707

（千台）

28.3% UP
1,422
（千台）

0.3% UP
397

（千台）

10.2% DOWN
1,171
（千台）

4.1% DOWN
51,790
（百万円）

9.3% DOWN
51,341
（百万円）

9.1% DOWN
51,658
（百万円）

22.8% UP
48,463
（百万円）

13.0% UP
105,233

（百万円）

9.6% UP
32,399
（百万円）

14.8% UP
47,729
（百万円）

1.4% UP
100,219

（百万円）

17.6% UP
33,439
（百万円）

24.3% UP
58,384
（百万円）

0.8% UP
100,268

（百万円）

17.6% UP
33,521
（百万円）

生産拠点 4

金型製作拠点 2

生産拠点 5

北米

23.9%

41.1%

21.2%

13.8%

生産拠点 6

研究開発拠点 3

金型製作拠点 1

生産拠点 6

金型製作拠点 1

KTH Parts Industries, Inc.
（アメリカ・オハイオ州） KTH 

Kalida Manufacturing, Inc.
（アメリカ・オハイオ州） KMI 

KTH Leesburg Products, LLC.
（アメリカ・アラバマ州） KLP 

KTH Shelburne Manufacturing, Inc.
（カナダ・オンタリオ州） KSM 

G-ONE AUTO PARTS DE MEXICO, S.A. DE C.V.
（メキシコ・グアナファト州） G-ONE

本社(埼玉県さいたま市） 

郡山工場(福島県郡山市)  

開発技術センター(福島県郡山市)  

前橋工場（群馬県前橋市）  

太田工場（群馬県太田市）  

商品開発センター(栃木県芳賀郡)  

商品開発センター烏山(栃木県那須烏山市)  

亀山工場（三重県亀山市）  

湖南工場（滋賀県湖南市）  

豊後高田工場(大分県豊後高田市）

広州愛機汽車配件有限公司
（GH Auto Parts Industries Inc.）
（中国・広東省）G-Hapii  

清遠愛機汽車配件有限公司
（QH Auto Parts Industries Inc.）
（中国・広東省）Q-Hapii  

武漢愛機汽車配件有限公司
（WH Auto Parts Industries Inc.）
（中国・湖北省）W-Hapii  

肇慶愛機汽車配件有限公司
（ZH Auto Parts Industries Inc.）
（中国・広東省）Z-Hapii  

武漢愛機新能源汽車有限公司
(WH New Energy Auto Parts Industries Inc.)

（中国・湖北省）WN-Hapii  

東風愛機汽車プレス部品有限公司
（Dongfeng Aiji Auto Stamping Parts Co.,Ltd.）
（中国・湖北省）DFAJ

H-ONE Parts （Thailand） Co., Ltd.
（タイ・アユタヤ県）HPT  

H-ONE Parts Sriracha Co., Ltd.
（タイ・チョンブリ県）HPS  

H-ONE India PVT., Ltd.
（インド・ウッタルプラディッシュ州）HIL  

PT. H-ONE KOGI PRIMA AUTO TECHNOLOGIES INDONESIA
（インドネシア・カラワン県）HK-PATI 

△2,064
（百万円）

454
（百万円）

△17,927
（百万円）

172.1% UP
1,147
（百万円）

アジア

自動車以外の業界向け

0.6%
その他

0.5%

自動車部品※

98.9%
うち、EVメーカー向け売上 3.4%

うち、バイポーラプレート売上 0.2%

売上収益構成比
（製品分野別）

日本

北米

中国

アジア
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※自動車部品の製造に用いる金型・設備の売上を含んでいます。
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「Change 2027」で定めた経営指標

本年5月24日付で発表した新中期経営計画「Change 

2027」では、傷んでしまった財務体質を立て直し、持続

的成長を可能とする経営体質へとチェンジしていくこと

を目指しています。そのための経営指標として営業利益

とROIC（投下資本利益率）を定めました。ROICは企業の

持続的な成長性や収益性を正確に知るための判断材料と

なる指標であり、目安として7％以上が望ましいとされてい

ます。ROICの数値が高ければ、少ない投下資本で多くの

利益を得られることを意味します。反対に、ROICの数値

が低い場合は、投下資本に対して利益率が低い、または赤

字であることを意味するため、その事業を持続するには

リスクがあるということを意識しなければなりません。

今のH-oneグループは、フリーキャッシュフローの黒

字を継続していく必要があります。事業成長のために新規

投資を検討する際には、グローバルの観点から投資の優先

順位を決定していくように方針を定めました。これにより

価値の高い事業を判断する際の大きな材料にもなります。

さらに、ROICを踏まえることで事業ごとの目標も立て

やすくなり、適切な予算配分も可能になるものと考えてい

ます。また同時に、債務償還年数も含めて管理すること

で、早期に財務体質改善に努めます。CFOとして財務の立

て直しを実践するためにも、「Change 2027」は必ず達成

させる所存です。

「Change 2027」の達成に向けた重点施策

財務の立て直しに着手する上では、「Change 2027」で掲

げる「ビジネスポートフォリオ＆事業構造の転換・組み換え」

を確実に推進していく必要があると考えています。そのた

めには、従来の主力取引先1社への依存度を下げると同時

に、利益率の高い事業構造へと転換していくことが求めら

れます。具体的に4つの重点施策を推進していく考えです。

まずは「グループ経営管理の強化」を図ります。これま

での経営の仕組みを見直して、投下資本利益率を意識し

た精度の高い意思決定を心掛けます。昨今、投資家の皆

様は、企業に「利益額」ではなく「利益率」の高さを求める傾

向にあり、投下資本に対してどれだけ効率良く利益を得ら

れているのかを把握できる指標が求められるようになり

ました。その観点からも、今回定めたROICは投資効率の

向上とリスク評価を目指す上で有益な指標と考えていま

す。「Change 2027」では、2024年3月期のROIC△17%を

2025年3月期以降は7%以上の水準に引き上げる考えです。

また、「組織体制の刷新」として、全社最適の達成を前提と

する投資判断に特化した諮問・意思決定機関「投資審議

会」を新設し、成長投資への監視機能を強化しました。

そして「既存事業の採算性改善」を目指します。自動車

フレーム事業の体質改善と顧客の多様化を図り、新規事

業へ経営資源を集中させることで多角化を推進し事業構

造の転換を目指します。長年培ったフレーム製造技術を

活かし、主要顧客とは安定した事業はできていましたが、

利益水準の高い事業は難しいと判断しています。これを

例えばGM社のトラックに採用できないかという話が出

ています。

加えて、「利益率の高い製品へ選択と集中」と「技術・開

発への資源シフト」は経営体質の再構築のポイントです。

新規事業として期待を寄せているFCEV（燃料電池自動

車）向けの燃料電池用バイポーラプレートについては、

20年以上にわたり携わってきた技術で、国内でこの製

造技術を持つ会社はH-oneグループを含めて3社のみと

言われています。この分野における商圏は莫大な規模が

あると推測できるため、「自動車骨格部品事業」 から「水

素エネルギー関連事業」 へと付加価値を変化させる可能

性を秘めていると考えています。グローバル展開を見据

えて量産体制を整えるなど、精密プレス加工技術分野に

リソースを優先配分することを考えています。さらに、

培ってきたフレーム製造の技術を応用してOcado社と物

流バスケットを製造するという新規に利益率の高いビジ

ネスが進展しています。

2024年3月期の財務状況と次期の業績予想

2024年3月期は、残念ながら3期連続の営業赤字とな

りました。しかしこの結果は、当社グループの力がおよ

ばなかったというよりも、中国での150億円レベルの減

損損失の計上という市場環境の影響を受けたことによる

ものです。

また財政状況では、バランスシートがかなり悪化して

います。前述した中国での減損損失計上により、資産合

計は前期比57億18百万円減少し1,815億97百万円、資

本合計は133億63百万円減少して555億55百万円とな

りました。結果、親会社所有者帰属持分比率は前期比マ

イナス6.2ポイントとなり30.4％へと推移しています。

フリーキャッシュフローは、前期比7.9%減少して62億

36百万円となり、現金及び現金同等物の期末残高は、

84億71百万円増加して188億92百万円となりました。

2025年3月期においては、悪化した財政状態を立て

直すためにも、「Change 2027」のもと、減損した約150

億円の中国の設備を活用することで、新しい設備投資は

せずに新規ビジネスを展開することを目指しています。

これまでの自動車フレームを製造する「ボディーメー

カー」としてだけではなく、FCEV向けの燃料電池用バ

イポーラプレートなどの新分野で利益率を高め、H-one

グループの付加価値を向上させることが肝要だと考えて

総合力・組織力で
「Change 2027」の必達を
目指します

CFOメッセージ

取締役  常務執行役員
事業統括本部  経営企画・情報システム・経理担当

奥
おくだ

田 正
まさみち

道
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います。これらを踏まえた次期の業績予想は、売上収益

2,300億円(前期比1.2％減)、営業利益110億円(前期は

営業損失188億26百万円)、税引前利益100億円(前期は

税引前損失193億54百万円)、親会社の所有者に帰属す

る当期利益80億円(前期は親会社の所有者に帰属する

当期損失216億56百万円)を計画しています。なお、為替

レートは、140円/ドルを前提としています。

第2章　　Review of Business CFOメッセージ

ESG
in
Action

ESG への考えと取組み

P25-27	 サステナビリティ経営

P28-32	 Environment（環境）

P33-38	 Social（社会）

	 P39-40  CHOメッセージ

P41-46	 Governance（ガバナンス）

	 P47-50  社外取締役鼎談

	 P51-52  役員紹介

 c o n t e n t s

第 章3

2020

182,659

3,594

12,704

1,838 2,361

6,768 6,236

△13,555

3,595

7,188
10,420

18,892

3,732

11,000
（計画）

△4,046 △9,270△18,826

155,173 163,975

193,980 187,315 181,597

163,927 170,588

225,511 232,730
230,000
（計画）

2020 2021 2022 2023 2024 2020 2021 2022 2023 2024

2021 2022 2023 2024 2025 2020 2021 2022 2023 2024 2025

△2.4
△4.1 △8.1

4.8
（計画）2.0

37.3

41.0

37.6
36.6

30.4

2.3

売上収益（百万円） 営業利益（百万円）／営業利益率（％）

資産合計（百万円）／
親会社所有者帰属持分比率（%）

フリーキャッシュフロー（百万円）／
現金及び現金同等物の期末残高（百万円）

営業利益（百万円）
営業利益率（％）
計画

フリーキャッシュフロー（百万円）
現金及び現金同等物の期末残高（百万円）

資産合計（百万円）
親会社所有者帰属持分比率（%）
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